
第２回近畿地域農業特定技能協議会運営委員会 議事次第 

 

日時：令和６年 12月 18 日（水） 

                            15 時 00 分～16時 30 分 

※オンラインにて実施 

 

１ 開会 

２ 特定技能制度の現状等について 

【大阪出入国在留管理局、厚生労働省から報告】 

○ 出入国在留管理行政の現状                    （資料１） 

○ 「技能実習制度の見直しについて」及び「最新の雇用状況等について」 

                            （資料２-１、２-２） 

【農林水産省近畿農政局から説明・報告】 

○ 近畿地域における特定技能外国人の受入れ状況         （資料３-１） 

○ 農業特定技能外国人材満足度アンケート調査結果        （資料３-２） 

○ 令和６年度外国人材受入総合支援事業について         （資料３-３） 

○ 農業分野における受入れ見込数の見直し            （資料３-４） 

○ 上乗せ告示の一部改正及び農業特定技能協議会の加入フォームの変更（資料３-５） 

○ 「近畿地域農業特定技能協議会」規約の一部改正について    （資料３-６） 

【大阪府から報告】 

  

３ 質疑・応答 

４ 閉会 

 

 



〔順不同・敬称略〕

【制度所管省庁】

中 村 修 治

石 田 将

野 村 卓 史

【事業所管省庁】

濱 中 正 人

西 田 阿 斗

太 田 典 宏

本 谷 勝

岡 崎 宏 樹

嶋 本 さ つ き

谷 川 智 規

東 辰 朗

桑 原 あ き

赤 松 弘 敏

爲 季 誠

寺 田 泰 弘

井 伊 茂 雄

紋 田 吉 教

【近畿地域の農業分野の特定技能所属機関を構成員とする団体その他の関係者】

（滋賀県）

 滋賀県農業法人協会

 一般社団法人滋賀県農業会議

 滋賀県農業協同組合中央会 （ 御 欠 席 ）

（京都府）

 京都府農業法人経営者会議

 一般社団法人京都府農業会議

 京都府農業協同組合中央会 農業対策部農業支援課 松 井 隼 平

（大阪府）

 大阪府農業法人協会

 一般社団法人大阪府農業会議 農政課副主幹

 大阪府農業協同組合中央会 （ 御 欠 席 ）

 滋賀県 農政水産部 みらいの農業振興課　主査

第２回「近畿地域農業特定技能協議会運営委員会」出席者名簿

 法務省　大阪出入国在留管理局　就労審査第二部門　統括審査官

 近畿管区警察局　広域調整部　広域調整第一課　課長補佐

 厚生労働省　大阪労働局　職業安定部　職業対策課　地方職業指導官

 滋賀県 農政水産部 みらいの農業振興課　参事

 近畿農政局　経営・事業支援部　経営支援課　外国人材受入管理係

 京都府 農林水産部 経営支援・担い手育成課　副主査

 大阪府 環境農林水産部 農政室推進課経営強化グループ　課長補佐

 大阪府 環境農林水産部 農政室推進課経営強化グループ　技師

 兵庫県 農林水産部 農業経営課　主任

 奈良県 食農部 担い手・農地マネジメント課　主事

 和歌山県 農林水産部 農業生産局 経営支援課　主任

 京都府 農林水産部 経営支援・担い手育成課　主幹兼係長

（ 御 欠 席 ）

（ 御 欠 席 ）

沼 田 湧 悟

 近畿農政局　生産部　園芸特産課　課長補佐（総務・園芸）

 近畿農政局　生産部　畜産課　農政調整官

 近畿農政局　経営・事業支援部　経営支援課長

 近畿農政局　経営・事業支援部　経営支援課　課長補佐（就農促進）



（兵庫県）

 兵庫県農業法人協会

 一般社団法人兵庫県農業会議 経営支援課指導員

 兵庫県農業協同組合中央会 営農支援部主査 井 谷 大 記

（奈良県）

 奈良県農業法人協会

 一般社団法人奈良県農業会議 農政課長

 奈良県農業協同組合中央会 総括部長 小 山 剛 史

（和歌山県）

 和歌山県農業法人協会

 一般社団法人和歌山県農業会議 総務・業務班長

 和歌山県農業協同組合中央会
JAグループ和歌山農業振興センター
営農企画課次長

小 栗 正 之

 和歌山県農業協同組合中央会
JAグループ和歌山農業振興センター
営農企画課課長代理

大 畑 圭 弘

山 脇 英 人

松 井 隆 幸

西 村 雅 也



特定技能制度の運用状況等について

大阪出入国在留管理局
Osaka Regional  Immigration  Services Bureau 

令和６年１２月１８日
第２回近畿地域農業特定技能協議会運営委員会

出入国在留管理行政の現状

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
【資料１】
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特定技能１号 Specified Skilled Worker (i)

 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用に関する契約に基づいて行う特
定産業分野（※）であって法務大臣が指定するものに属する法務省令で定める
相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する活動

 介護分野、ビルクリーニング分野、工業製品製造業分野、建設分野、造船・舶
用工業分野、自動車整備分野、航空分野、宿泊分野、自動車運送業分野、鉄道
分野、農業分野、漁業分野、飲食料品製造業分野、外食業分野、林業分野、木
材産業分野

在留期間：法務大臣が個々に指定する期間（１年を超えない範囲）

本邦において行うことができる活動

特定産業分野（１６分野）

別表第一

二の表

就労資格

基準の適用あり

６



特定技能１号 Specified Skilled Worker (i)

 特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務
に従事する外国人向けの在留資格

 深刻な人手不足の状況に対応するため、一定の専門性・技能を有し、即戦力となる外
国人を受け入れる制度

 在留期間：通算で上限５年まで

 技能水準：試験等で確認（技能実習２号を良好に修了した者は試験等免除）

 日本語能力水準：生活や業務に必要な日本語能力を試験等で確認（技能実習２
号を良好に修了した者は試験等免除）

 家族の帯同：基本的に認められない

 受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

※ 在留資格「特定技能」には、特定技能１号と特定技能２号の２種類がある。

特定技能２号は、特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する

外国人向けの在留資格

在留期間：法務大臣が個々に指定する期間（１年を超えない範囲）

特定技能１号※

別表第一

二の表

就労資格

基準の適用あり

７
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在留資格「特定技能」について



9

受入機関と登録支援機関について
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2021年4月1日

厚 生 労 働 省 人 材 開 発 統 括 官 付
海 外 人 材 育 成 担 当 参 事 官 室

技能実習制度の見直しについて

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
【資料２-１】




技能実習制度及び特定技能制度見直しの経緯

○技能実習制度 （外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成28年法律第89号）附則第２条）
政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、
その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
※ 平成29年11月１日施行 ⇒ 見直し時期：令和４年11月１日目途

○特定技能制度 （出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律（平成30年法律第102号）附則第18条第２項）
政府は、この法律の施行後二年を経過した場合において、新入管法別表第一の二の表の特定技能の在留資格に係る制度の在り方（地方公共団
体の関与の在り方、同表の特定技能の項の下欄第一号又は第二号の技能を有するかどうかの判定の方法の在り方及び同表の技能実習の在留
資格に係る制度との関係を含む。）について、関係地方公共団体、関係事業者、地域住民その他の関係者の意見を踏まえて検討を加え、必要が
あると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 ※ 平成31年４月１日施行 ⇒ 見直し時期：令和３年４月１日目途

・R4.11.22 有識者会議の設置
※ 座長：田中明彦 独立行政法人国際協力機構理事長
※ 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（共同議長：法務大臣・官房長官）の下に設置

・R5.11.30 計16回の議論・28回のヒアリングを経て、最終報告書を法務大臣へ提出

技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議

R6.2.9 最終報告書を踏まえた政府方針を決定
※「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について」
（外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）

第213回通常国会において入管法及び技能実習法の一部改正法が成立 公布後３年以内に施行予定

技能実習制度・特定技能制度の検討条項

１



「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議」名簿

座長、座長代理及び構成員

［座 長］   田中 明彦 独立行政法人国際協力機構理事長
［座長代理］ 高橋 進 株式会社日本総合研究所チェアマン・エメリタス
［構成員］      市川 正司 弁護士

大下 英和 日本商工会議所産業政策第二部長
黒谷 伸 一般社団法人全国農業会議所経営・人材対策部長
是川 夕 国立社会保障・人口問題研究所国際関係部長
佐久間 一浩 全国中小企業団体中央会事務局次長
末松 則子 鈴鹿市長
鈴木 直道 北海道知事
武石 恵美子 法政大学キャリアデザイン学部教授
冨田 さとこ 日本司法支援センター本部国際室長／弁護士
冨高 裕子 日本労働組合総連合会総合政策推進局総合政策推進局長
樋口 建史 元警視総監
堀内 保潔 一般社団法人日本経済団体連合会産業政策本部長
山川 隆一 明治大学法学部教授

（座長及び座長代理以外 50 音順）

２



外国人の人権保護

外国人の人権が保護され、労働
者としての権利性を高めること

外国人のキャリアアップ

外国人がキャリアアップしつつ
活躍できる分かりやすい仕組みを
作ること

安全安心・共生社会

全ての人が安全安心に暮らすこと
ができる外国人との共生社会の実現
に資するものとすること

見直しに当たっての三つの視点（ビジョン）

見直しの四つの方向性

留意事項

１ 現行制度の利用者等への配慮
見直しにより、現行の技能実習制度及び特定技能制度の利用者に無用な混乱や問題が生じないよう、また、不

当な不利益や悪影響を被る者が生じないよう、きめ細かな配慮をすること

２ 地方や中小零細企業への配慮
とりわけ人手不足が深刻な地方や中小零細企業において人材確保が図られるように配慮すること

１ 技能実習制度を人材確保と人材育成を目的とする新たな制度とするなど、実態に即した見直しとすること

２ 外国人材に我が国が選ばれるよう、技能・知識を段階的に向上させその結果を客観的に確認できる仕組みを設
けることでキャリアパスを明確化し、新たな制度から特定技能制度への円滑な移行を図ること

３ 人権保護の観点から、一定要件の下で本人意向の転籍を認めるとともに、監理団体等の要件厳格化や関係機関
の役割の明確化等の措置を講じること

４ 日本語能力を段階的に向上させる仕組みの構築や受入れ環境整備の取組により、共生社会の実現を目指すこと

① 見直しに当たっての基本的な考え方

国際的にも理解が得られ、我が国が外国人材に選ばれる国になるよう、以下の視点に重点を置いて見直しを行う。

最終報告書（概要）（技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議） 令和５年11月30日

３



• 新たな制度から特定技能１号への移行は、以下を条件。
①技能検定試験３級等又は特定技能１号評価試験合格
②日本語能力Ａ２相当以上の試験(日本語能力試験Ｎ４等)合格

※当分の間は相当講習受講も可
• 試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。
• 支援業務の委託先を登録支援機関に限定し、職員配置等の登録要件を厳格化

／支援実績・委託費等の開示を義務付け。キャリア形成の支援も実施。
• 育成途中の特定技能１号への移行は本人意向の転籍要件を踏まえたものとする｡

• 現行の技能実習制度を発展的に解消し、人材確保と人材育成を目的とする新たな制
度を創設。

• 基本的に３年間の育成期間で、特定技能１号の水準の人材に育成。
• 特定技能制度は、適正化を図った上で現行制度を存続。

※現行の企業単独型技能実習のうち、新たな制度の趣旨・目的に沿うものは適正化を図った上で引
き続き実施し、趣旨・目的を異にするものは、新たな制度とは別の枠組みでの受入れを検討。

• 「やむを得ない事情がある場合」の転籍の範囲を拡大・明確化し、手続を柔軟化。
• これに加え、以下を条件に本人の意向による転籍も認める。
➢ 計画的な人材育成等の観点から、一定要件（同一機関での就労が１年超／技能検
定試験基礎級等・日本語能力Ａ１相当以上の試験(日本語能力試験Ｎ５等)合格／
転籍先機関の適正性(転籍者数等))を設け､同一業務区分に限る。

• 転籍前機関の初期費用負担につき、正当な補塡が受けられるよう措置を講じる。
• 監理団体・ハローワーク・技能実習機構等による転籍支援を実施。
• 育成終了前に帰国した者につき、それまでの新たな制度による滞在が２年以下の場

合、前回育成時と異なる分野・業務区分での再入国を認める。
• 試験合格率等を受入れ機関・監理団体の許可・優良認定の指標に。

• 特定技能制度の考え方と同様、新たな制度でも受入れ対象分野ごとに受入れ見込数
を設定(受入れの上限数として運用)。

• 新たな制度及び特定技能制度の受入れ見込数や対象分野は経済情勢等の変化に応じ
て適時・適切に変更。試験レベルの評価等と合わせ、有識者等で構成する会議体の
意見を踏まえ政府が判断。

• 受入れ対象分野は、現行の技能実習制度の職種等を機械的に引き継ぐのではなく新
たに設定し、特定技能制度における「特定産業分野」の設定分野に限定。
※国内における就労を通じた人材育成になじまない分野は対象外。

• 従事できる業務の範囲は、特定技能の業務区分と同一とし、「主たる技能」を定め
て育成・評価(育成開始から１年経過・育成終了時までに試験を義務付け)。

• 季節性のある分野(農業・漁業)で、実情に応じた受入れ・勤務形態を検討。

• 技能実習機構の監督指導・支援保護機能や労働基準監督署・地方出入国在留管理局
との連携等を強化し、特定技能外国人への相談援助業務を追加。

• 監理団体の許可要件等厳格化。
➢ 受入れ機関と密接な関係を有する役職員の監理への関与の制限／外部監視の強化

による独立性・中立性確保。
➢ 職員の配置、財政基盤、相談対応体制等の許可要件厳格化。

• 受入れ機関につき、受入れ機関ごとの受入れ人数枠を含む育成・支援体制適正化、
分野別協議会加入等の要件を設定。
※優良監理団体・受入れ機関については、手続簡素化といった優遇措置。

• 地方入管、新たな機構、労基署等が連携し、不適正な受入れ・雇用を排除。
• 制度所管省庁は、業所管省庁との連絡調整等、制度運用の中心的役割。
• 業所管省庁は、受入れガイドライン・キャリア形成プログラム策定、分野別協

議会の活用等。
• 日本語教育機関の日本語教育の適正かつ確実な実施、水準の維持向上。
• 自治体は、地域協議会への積極的な参画等により、共生社会の実現、地域産業

政策の観点から、外国人材受入れ環境整備等の取組を推進。

• 二国間取決め(ＭＯＣ)により送出機関の取締りを強化。
• 送出機関・受入れ機関の情報の透明性を高め、送出国間の競争を促進するとと

もに、来日後のミスマッチ等を防止。
• 支払手数料を抑え、外国人と受入れ機関が適切に分担する仕組みを導入。

• 継続的な学習による段階的な日本語能力向上。
➢ 就労開始前にＡ１相当以上の試験(日本語能力試験Ｎ５等)合格又は相当講習受講

特定技能１号移行時にＡ２相当以上の試験(〃Ｎ４等)合格 ※当分の間は相当講習受講も可
特定技能２号移行時にB１相当以上の試験（〃Ｎ３等）合格

※各分野でより高い水準の試験の合格を要件とすることを可能とする(４、６に同じ)。

• 日本語教育支援に取り組んでいることを優良受入れ機関の認定要件に。
• 日本語教育機関認定法の仕組みを活用し、教育の質の向上を図る。

② 提言

• 政府は、人権侵害行為に対しては現行制度下でも可能な対処を迅速に行う。
• 政府は、移行期間を十分に確保するとともに丁寧な事前広報を行う。
• 現行制度の利用者等に不当な不利益を生じさせず、急激な変化を緩和するため、

本人意向の転籍要件に関する就労期間について、当分の間、分野によって１年
を超える期間の設定を認めるなど、必要な経過措置を設けることを検討。

• 政府は、新たな制度等について、適切に情報発信し、関係者の理解を促進する。
• 政府は、新たな制度の施行後も、運用状況について不断の検証と見直しを行う。

６ 特定技能制度の適正化方策

７ 国・自治体の役割

８ 送出機関及び送出しの在り方

９ 日本語能力の向上方策

10 その他（新たな制度に向けて）

４ 新たな制度における転籍の在り方

３ 受入れ見込数の設定等の在り方

２ 新たな制度の受入れ対象分野や人材育成機能の在り方

１ 新たな制度及び特定技能制度の位置付けと両制度の関係性等

５ 監理・支援・保護の在り方

４



（１）人材育成の在り方
○ 基本的に３年間の就労を通じた育成期間において特定技能１号の技能水準の人材
を育成。業務区分の中で主たる技能を定め､計画的に育成・評価。

（２）人材育成の評価方法
○ 以下の試験合格等を要件とする。
①就労開始前 日本語能力Ａ１相当以上の試験（日本語能力試験Ｎ５等）合格又は相当する

日本語講習を認定日本語教育機関等において受講
※受入れ機関は１年経過時までに同試験（ただし、既に合格している場合を除く。）及び
技能検定試験基礎級等を受験させる。

※日本語能力に関しては現行の取扱いを踏まえ各分野でより高い水準を設定可｡以下同じ｡
②特定技能１号移行時 技能検定試験３級等又は特定技能１号評価試験合格

日本語能力Ａ２相当以上の試験（Ｎ４等）合格
※試験等に不合格となった者について、最長１年の在留継続を認める。

③特定技能２号移行時 特定技能２号評価試験等合格／日本語能力Ｂ１相当以上の試験(Ｎ
３等)合格

（３）日本語能力の向上方策
○ 日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する
法律の仕組みを活用するとともに、受入れ機関が支援に積極的に取り組むためのイ
ンセンティブを設ける。

○ A１相当からA２相当までの範囲内で設定される水準の試験を含む新たな試験の
導入や受験機会の確保の方策を検討するとともに、日本語教材の開発等、母国にお
ける受験準備のための日本語学習支援の実施等を進める。

３ 外国人の人材育成

２ 外国人の人材確保

１ 総論
○ 現行の技能実習制度を実態に即して発展的に解消し、人手不足分野における
人材確保及び人材育成を目的とする育成就労制度を創設。

○ 企業単独型技能実習のうち、育成就労制度とは趣旨・目的を異にするものの
引き続き実施する意義のあるものは、別の枠組みで受入れを検討。

○ 特定技能制度については、適正化を図った上で存続。

技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について
両制度の在り方については、有識者会議最終報告書を踏まえ、共生社会の実現を目指し、日本が魅力ある働き先として選ばれる国になるという観点

に立って、地方や中小零細企業における人材確保にも留意しつつ、以下の方針で検討を進める。
４ 外国人の人権保護・労働者としての権利性の向上

６ その他

５ 関係機関の在り方

（１）受入れ対象分野
○ 「特定産業分野」に限定して設定。
○ 技能実習２号対象職種のうち、特定産業分野があるものは原則受入れ対象分野
として認める方向で検討。技能実習が行われている職種のうち、対応する特定産
業分野がないものは、現行制度が当該職種に係る分野において果たしてきた人材
確保の機能の実態を確認した上で、特定産業分野への追加を検討。

（２）受入れ見込数
○ 対象分野ごとに受入れ見込数を設定し、受入れ上限数として運用。
（３）設定の在り方
○ 有識者・労使団体等で構成する新たな会議体の意見を踏まえて政府が判断。
（４）地域の特性等を踏まえた人材確保
○ 自治体が地域協議会に積極的に参画し､受入れ環境整備等に取り組む。
○ 季節性のある分野で、業務の実情に応じた受入れ形態等を検討。

（１）「やむを得ない事情がある場合」の転籍
○ 「やむを得ない事情がある場合」の転籍の範囲を拡大・明確化するとともに手続
を柔軟化。現行制度下においても速やかに運用改善を図る。

（２）本人の意向による転籍
○ （１）の場合以外は、３年間一つの受入れ機関での就労が効果的であり望ましい
ものの、以下を満たす場合に同一業務区分内に限り本人意向による転籍を認める｡
ア 同一の機関において就労した期間が一定の期間（注１）を超えている
イ 技能検定試験基礎級等・一定水準以上の日本語能力に係る試験に合格（注２）
ウ 転籍先が、適切であると認められる一定の要件を満たす
（注１）当分の間、各分野の業務内容等を踏まえ、分野ごとに１年～２年の範囲内で設定。

人材育成の観点を踏まえた上で１年とすることを目指しつつも、１年を超える期間
を設定する場合、１年経過後は、昇給その他待遇の向上等を図るための仕組みを検討。

  （注２）各分野で、日本語能力Ａ１相当の水準から特定技能１号移行時に必要となる日本語
能力の水準までの範囲内で設定。

○ 転籍前の受入れ機関が支出した初期費用等について、転籍前の受入れ機関が正当
な補塡を受けられるようにするための仕組みを検討。

○ 転籍の仲介状況等に係る情報を把握。不法就労助長罪の法定刑を引き上げ適切な
取締りを行う。当分の間、民間の職業紹介事業者の関与は認めない。

（１）監理支援機関・登録支援機関
○ 監理団体（監理支援機関）について、受入れ機関と密接な関係を有する役職員の
監理への関与の制限、外部監査人の設置の義務化等により独立性・中立性を担保。

○ 特定技能外国人の支援業務の委託先を登録支援機関に限定。
（２）受入れ機関
○ 受入れ機関の要件を適正化。適正な受入れに必要な方策を講ずる。
（３）送出機関
○ 二国間取決め（ＭＯＣ）を新たに作成し、悪質な送出機関排除に向けた取組を
強化するとともに、原則として、ＭＯＣ作成国からのみ受入れ。

○ 手数料等の情報の透明性を高めるとともに、手数料等を受入れ機関と外国人が
適切に分担するための仕組みを導入し、外国人の負担軽減を図る。

（４）外国人育成就労機構
○ 外国人技能実習機構を外国人育成就労機構に改組、特定技能外国人への相談援助
業務も行わせるとともに、監督指導機能や支援・保護機能を強化。

○ 制度所管省庁は、制度全体の適正な運用の上で中心的な役割を果たす。
○ 業所管省庁は、必要な受入れ環境整備等に資する取組を行う。
○ 人権侵害行為に対しては現行制度下でも迅速に対処。
○ 移行期間を確保し丁寧な事前広報を行い、必要な経過措置を設ける。
○ 新制度の施行後も制度の運用状況について不断の検証と必要な見直しを行う。
○ 永住許可制度を適正化。 ５

令和６年２月９日
関係閣僚会議決定



改正法の概要（育成就労制度の創設等）

入管法
１．新たな在留資格創設

２．特定技能の適正化
○ 特定技能所属機関（受入れ機関）が１号特定技能外国人の支援を外部

委託する場合の委託先を、登録支援機関に限るものとする。

４．永住許可制度の適正化
○ 永住許可の要件を一層明確化し、その基準を満たさなくなった場合等

の取消事由を追加。ただし、特段の事情がない限り、在留資格を変更し
て引き続き在留を許可。

３．不法就労助長罪の厳罰化
○ 外国人に不法就労活動をさせる等の不法就労助長罪の罰則を引上げ。
（拘禁刑3年以下又は罰金300万円以下→５年以下又は500万円以下 ※併科可）

１．育成就労制度の目的・基本方針
○ 法律名を「外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関

する法律｣(育成就労法)に改める。
○ 育成就労制度は、育成就労産業分野において、特定技能１号水準の技能を
有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保することを目
的とする。

○ 政府は基本方針及び分野別運用方針を定めるものとし、分野別運用方針に
おいて、各分野の受入れ見込数を設定するものとする。

２．育成就労計画の認定制度
○ 育成就労計画の認定に当たって、育成就労の期間が３年以内（注３）である

こと、業務、技能、日本語能力その他の目標や内容、受入れ機関の体制、外
国人が送出機関に支払った費用額等が基準（注４）に適合していることといっ
た要件を設ける。

○ 転籍の際には、転籍先において新たな育成就労計画の認定を受けるものと
し、当該認定は、①やむを得ない事情がある場合や、②同一業務区分内であ
ること、就労期間（１～２年の範囲で業務の内容等を勘案して主務省令で規
定）・技能等の水準・転籍先の適正性に係る一定の要件(注５)を満たす場合
(本人意向の転籍)に行う。

３．関係機関の在り方
○ 監理団体に代わる「監理支援機関」については、外部監査人の設置を許可

要件とする。監理支援機関は、受入れ機関と密接な関係を有する役職員を当
該受入れ機関に対する業務に関わらせてはならないものとする。

○ 外国人技能実習機構に代わる「外国人育成就労機構」を設立。育成就労外
国人の転籍支援や、１号特定技能外国人に対する相談援助業務を追加。

（注３）主務省令で定める相当の理由（試験不合格）がある場合は、最大で１年の延長可。
（注４）詳細な要件は、主務省令で定める。
（注５）詳細な要件は、主務省令で定める。具体的には、

・ 同一機関での就労期間については分野ごとに１年から２年の範囲で設定すること
・ 技能等の水準については、技能検定試験基礎級等及び分野ごとに設定するＡ１～Ａ２
相当の日本語能力に係る試験への合格

・ 転籍先が、育成就労を適正に実施する基準を満たしていること
を要件とすることを予定している。

４．その他
４．その他

○ 季節性のある分野において、派遣形態による育成就労の実施を認める。
○ 制度所管省庁が地域協議会を組織することができるものとし、地域の

実情を踏まえた取組について協議を行うものとする。
○ 施行までに技能実習生として入国した者は、施行後、現段階から次の

段階までの資格変更（例：１号→２号、２号→３号）を一定の範囲で認め
る。

（注２）さらに、一定基準に適合する企業の外国事業所の職員が技能等を修得するための
「企業内転勤２号」の在留資格を創設。

育成就労法 (技能実習法の抜本改正)

○ 技能実習の在留資格を廃止。｢育成就労産業分野｣(特定産業分野のうち
就労を通じて技能を修得させることが相当なもの)に属する技能を要する
業務に従事すること等を内容とする｢育成就労｣の在留資格を創設（注２)。

技能実習制度及び特定技能制度をめぐる状況に鑑み、就労を通じた人材育成及び人材確保を目的とする新たな在留資格として育成就労の在留
資格を創設し、育成就労計画の認定及び監理支援を行おうとする者の許可の制度並びにこれらに関する事務を行う外国人育成就労機構を設ける
ほか、１号特定技能外国人支援に係る委託の制限、永住許可の要件の明確化等の措置を講ずる。（公布の日から原則３年以内に施行（注１））

（注１）準備行為に係る規定は公布即施行

６

令和６年６月14日成立、21日公布



育成就労

制度見直しのイメージ図

現行制度 見直し後

５
年
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年
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限
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し
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年
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年
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年

制
限
な
し

（
注
３
）

３
年
（
原
則
）

特定技能２号

技能実習２号

技能実習１号

技能実習３号

特定技能１号

特定技能２号

特定技能１号
・対象となる職種・分野の

不一致
・技能実習の職種の細分化
・「帰国」が制度上の原則

（注１）育成就労制度の受入れ対象分野は特定産業分野と原則一致させるが、
国内での育成になじまない分野は育成就労の対象外。

（注２）特定技能１号については、「試験ルート」での在留資格取得も可能。

（注３）永住許可につながる場合があるところ、永住許可の要件を一層明確化し、
当該要件を満たさなくなった場合等を永住の在留資格取消事由として追加する。

・転籍の制限
・技能実習生の失踪問題等

・転籍の制限緩和（注４）
・ブローカー対策等も適切に

・対象となる職種 ・ 分野が
原則一致（注１）

・業務を拡大、特定技能１号
水準の人材を育成

・地域に根付き共生できる
制度に

→ 長期間産業を支える人材
を確保。

・キャリアアップの道筋を明確化
・労働者として適切に権利保護
・関係機関の要件等を適正化
→ 魅力ある制度で「選ばれる国」へ。

（注４）転籍の制限緩和の内容
○ 「やむを得ない事情がある場合」の転籍の範囲を拡大・明確化するとともに、

手続を柔軟化。
○ 以下を要件に、同一業務区分内での本人意向による転籍を認める。

・ 同一機関での就労が１～２年（分野ごとに設定）を超えている
・ 技能検定試験基礎級等及び一定水準以上の日本語能力に係る試験への合格
・ 転籍先が、適切と認められる一定の要件を満たす

７

（注２）

（注２）

・キャリアパスが不明瞭
・労働者として権利保護不十分
・不適正な送出／受入れ／監理事例



施行までのスケジュール（予定）
２０２４年
（令和６年）

２０２５年
（令和７年）

２０２６年
（令和８年）

２０２７年
（令和９年）

基本方針、主務省令等
の作成

事前申請
（監理支援機関の許可等）

分野別運用方針
の作成（育成就
労産業分野の設
定等（※））

改
正
法
施
行

送出国とMOCの交渉・作成・署名

※ 育成就労産業分野・特定産業分野の設定は、必要に応じて、改正法施行までの間にも行う。
８



分野別協議会について

５ 関係機関の在り方

（２）受入れ機関

○ 育成就労制度における受入れ機関については、受入れ機関ごとの受入れ人数枠を含む育成・支援体制等の要件を適正化して設定す
るとともに、分野別協議会への加入等の要件を設け、前職要件等の現行の技能実習制度の国際貢献目的に由来する要件については撤
廃する。（以下略）

第54条 分野所管行政機関の長は、当該分野所管行政機関の長及びその所管する個別育成就労産業分野に係る育成就労実施者又は監
理支援機関を構成員とする団体その他の関係者により構成される協議会（以下この条において「分野別協議会」という。）を組織す
ることができる。

２ 分野別協議会は、必要があると認めるときは、機構その他の分野別協議会が必要と認める者をその構成員として加えることができ
る。

３ 分野別協議会は、その構成員が相互の連絡を図ることにより、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に有用な情報を共
有し、その構成員の連携の緊密化を図るとともに、個別育成就労産業分野の実情を踏まえた育成就労の適正な実施及び育成就労外国
人の保護に資する取組について協議を行うものとする。

４ 分野別協議会の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関して知ることができた秘密を漏らし、又
は盗用してはならない。

５ 前各項に定めるもののほか、分野別協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、分野別協議会が定める。

条文

政府方針

９



2021年4月1日

厚生労働省 職業安定局外国人雇用対策課

最新の雇用状況等について

(農業特定技能協議会運営委員会 説明資料)

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
【資料２-２】




1

外国人労働者の雇用状況
（令和５年10月末時点）



在留資格別にみた外国人労働者数の推移

○ 日本で就労している外国人は､2023年10月末時点で2,048,675人（225,950人増）、増加率
は前年比12.4％増となり、前年の5.5％から6.9ポイント上昇。

○ 在留資格別に増加率の大きい順でみると､「専門的・技術的分野の在留資格」（前年比 24.2％、
115,955人増）､「技能実習」（同 20.2％、69,247人増）､「資格外活動」（同 6.5％、21,671人増）と
なっている。

出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（各年10月末時点）」 2



出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（各年10月末時点）」

産業別にみた外国人労働者数の推移

○ 産業別に増加率の大きい順でみると､「建設業」（前年比 24.1％、28,192人増）､
 「医療、福祉」 （同 22.2％、16,500人増）､「製造業」（同 13.9％、67,271人増）、
 「宿泊業、飲食サービス業」（同11.9％、24,930人増）となっている。

（「農業」は 51,423人（前年比18.0％、7,861人増））

3



国籍別にみた外国人労働者数の推移

○ 国籍別に増加率の大きい順でみると､「インドネシア」（前年比56.0％、43,618人増）、
「ミャンマー」（同 49.9％、23,690人増）､「ネパール」（同 23.2％、27,391人増）となっている。

○ 割合では、「ベトナム」が518,364人で最も多く､外国人労働者全体の25.3％を占める｡
 次いで、「中国」が397,918人（同 19.4％）､「フィリピン」が226,846人（同 11.1％）となっている｡

4出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（各年10月末時点）」



外国人雇用事業所数の推移

○ 外国人を雇用する事業所数は､2023年10月末時点で318,775所（19,985所増）、伸び率は

前年比6.7％増となり、前年の4.8％から1.9ポイント上昇。

単位（所）

（年）

5出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（各年10月末時点）」



6

外国人を雇用する事業所への支援策等



１．外国人雇用状況の届出 【法に基づく義務】
・ 外国人の雇入時と離職時に公共職業安定所(ハローワーク)に届出をしていただく必要があります。

２．外国人労働者の雇用管理の改善・再就職の支援 【法に基づく努力義務】

・事業主が遵守すべき事項や努めるべき雇用管理の内容などを盛り込んだ「外国人雇用管理指針」を
定めております。

・この指針に沿って、職場環境の改善や再就職の支援に取り組んでください。

事業主に求められる対応

7

事業主への支援

１．外国人雇用管理アドバイザー

２．助成金 （人材確保等支援助成金<外国人労働者就労環境整備助成コース> ）

３．外国人労働者の人事・労務に役立つ３つの支援ツール



外国人雇用管理アドバイザーによる事業主支援について

都道府県労働局等に「外国人雇用管理アドバイザー」※を配置し、外国人労働者の雇用管理の改善や職業生活上の

問題など、外国人を雇用する事業主からの様々な相談に対して、事業所の実態に応じた専門的な指導・援助を行う。

概要

※ 社会保険労務士や中小企業診断士など、外国人労働者の雇用管理の改善に関して深い知識と経験を有する者へ委囑。

最寄りのハローワークを通じて、外国人雇用管理アドバイザーへの相談申込みが可能（相談費用無料）。

訪問日程を調整の上、外国人雇用管理アドバイザーを事業主の元へ派遣し、相談に対応。

利用方法

※ このほか、窓口において外国人雇用管理アドバイザーによる相談を実施しているハローワークもある。

相談事例

○ 外国人労働者を雇用するにあたり、どのような点を考慮したらよいか

○ 日本語の不慣れな外国人労働者への職場教育はどうしたらいいか

○ 労働契約、職務配置、福利厚生、退職・解雇時の注意点 等

［雇用管理面での相談］

○ 生活習慣・宗教観への理解とコミュニケーションをどう図ればいいか 等

［職業生活面での相談］ 外国人雇用
事業主

ハローワーク

（労働局）

雇用管理
アドバイザー

連絡調整
訪問等による

指導・援助

相談申込み

8
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３  実施主体等

２  事業の概要・スキーム

１  事業の目的

人材確保等支援助成金（外国人労働者就労環境整備助成コース）

○ 外国人は、日本の労働法制･雇用慣行等に関する知識の不足、言語・コミュニケーションの方法や慣習の相違等から、労働条件・解雇

等に関するトラブル等が生じやすい。

⇒ このため、外国人が自らの労働条件等を十分に理解し、適正な待遇の下で安心･納得して就労を継続し、その能力を発揮することがで

きるよう、外国人特有の事情に配慮した事業主の雇用管理改善の取組みに対する助成を通じて、外国人労働者の職場定着の促進等を図る。

① 計画書提出
※ 計画開始日の

1か月前の日の
前日まで

② 対象となる
措置の導入

③ 対象となる
措置の実施

 ※ 計画どおりに
  実施

④ 支給申請
⑤ 目標達成

⇒ 助成金支給１年後

【 計画期間 3か月～12か月 】

【助 成 額】 支給対象経費の１／２ （生産性要件を満たした場合は2/3（経過措置））（令和5年度計画認定分以降：賃上げ要件を満たした場合は2/3）

＜目 標＞ ① 計画期間の終了から１年経過するまでの期間の外国人労働者（雇用保険一般被保険者）の離職率が１割以下であること。
        ただし、外国人労働者数が２人以上10人以下の事業所は、１年経過後の外国人離職者が１人の場合は支給可。

                ② 計画前１年間と比べて、計画期間の終了から１年経過するまでの期間の日本人労働者（雇用保険一般被保険者）の離職率が上昇していないこと。

※支給対象経費等：通訳費、翻訳機器導入費、翻訳料、弁護士・社労士などへの委託料、社内標識類の設置・改修費

※上限額57万円（生産性要件を満たした場合72万円（経過措置））（令和5年度計画認定分以降：賃上げ要件を満たした場合72万円）

【実施主体】  国（都道府県労働局）

【対象となる措置】
・必須メニュー： ■事業所ごとに「雇用労務責任者」を選任 ■「就業規則等の社内規程の多言語化」を実施
・選択メニュー： 次の①～③のいずれかを実施

①苦情・相談体制の整備 ②一時帰国のための休暇制度の整備 ③社内マニュアル・標識類等の多言語化

10
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外国人を雇用する事業主・人事労務担当者の方へ

外国人の方からこんな質問や要望を受けることはありませんか？

◼ 最初に聞いた給料と振り込まれている金額が違うのは何で？

◼ なぜ、彼の方が先に昇給したの？

◼ 育児のために休暇を取りたいが、どうすれば？

◼ もっと働きたいのに、なぜ働いてはいけないの？

◼ ハラスメントを受けているかも知れません。どうすればいい？

外国人の方は、私たちが「当然だ」と思っている日本の法制度や雇用慣行に詳しくないかも知れません。

知らないことは悪いことではありません。外国人の方の悩みの背景を知り、働きやすい職場を一緒に作っていくことが
大切です。
そのためには、母国語を用いて説明することや、「なぜ職場のルールがそうなっているのか」という理由や背景も含め

て納得してもらうことが重要です。

厚生労働省では、新たに、

   ・企業における人事・労務に関する多言語による説明や、

・お困りごとの背景にある文化ギャップを埋めること

に役立つ３つの支援ツールを作成しました！ぜひご活用ください。

【支援ツール】
① 外国人社員と働く職場の労務管理に使えるポイント・例文集

～日本人社員、外国人社員ともに働きやすい職場をつくるために～

② 雇用管理に役立つ多言語用語集

③ モデル就業規則やさしい日本語版

厚生労働省 都道府県労働局 ハローワーク

◼ ８時が始業なので、８時ちょうどに会社に来れば良いと思います。

◼ １８時半になったので、帰ります。

◼ 年末年始の休暇はいらないので、代わりに２月に多く休ませてください。

◼ 会社に住所を教えたくありません。

◼ 健康診断を受けたくありません。 ■転勤をしたくありません。

✓

✓

外国人の方に人事・労務を説明する際にお困りではないですか？

12



R1 R2 R3 R4 R5 R6※
滋賀県 3 13 25 35 61 66
京都府 0 5 40 141 214 230
大阪府 10 15 27 61 76 74
兵庫県 3 25 80 222 295 335
奈良県 0 4 8 22 43 30
和歌山県 0 7 12 53 89 74
合計 16 69 192 534 778 809

16 69
192

534

778
809

0

200

400

600

800

1000

近畿農政局管内府県別受入人数推移
（人）

・近畿農政局管内の農業分野における特定技能１号外国人の受入状況は、受入を開始した令和元年の12月末
は16人でしたが、年々増加し令和６年６月末現在では809人となっている。

・管内府県別では、兵庫県が335人（41％）と最も多く、次いで京都府230人（29％）となっている。
・出身国別では、ベトナムが398人（49％）と約半数を占め、インドネシア134人（17％）、カンボジア
132人（16％）となっている。

・なお、「近畿地域農業特定技能協議会」の令和６年11月末現在の加入事業者数（受入機関）は、293機関
となっている。

資料：出入国在留管理庁 （特定技能１号在留外国人数）
※その他：タイ、インド、スリランカ、ネパール、モンゴル、台湾、パラグアイ

ベトナム 398
49%

インドネシア 134
17%

カンボジア 132
16%

フィリピン 43
5%

ミャンマー36
5%

中国34
4% その他 32

4%

出身国別（R6.6月末現在）

近畿計
809

近畿地域における特定技能外国人の受入れ状況

※R1～R5は12月末、R6は６月末現在

（人・％）

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
【資料３-１】




農業特定技能外国人材満足度アンケート調査結果

68.6%

28.4%

2.7% 0.3%１ 仕事の内容

満足

少し満足

少し不満

不満

64.0%

32.9%

2.7% 0.5%２ 労働環境

満足

少し満足

少し不満

不満

(951)

(489)

(40)

(7)

(回答数：計1,487)

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 回答数
仕事の量が多い 12

仕事の量が少ない 15
仕事内容がむずかしすぎる 6

仕事内容が簡単すぎる 5
指導が分かりにくい 4
仕事に面白みがない 16

合計 58

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 回答数
残業が多い 4

残業が少ない 32
労働時間が長い 4
労働時間が短い 12

休日が多い 10
休日が少ない 13

昇給・キャリアパスがない 27
給料が少ない 29

合計 131

○回答数： 1,487件（前年度：711件）
○回答期間：令和６年2月2日～2月25日
○対応言語：英語、タイ語、インドネシア語、中国語、

ミャンマー語、カンボジア語、ベトナム語

(1,020)

(423)

(40)
(4)

(回答数：計1,487)

★97.0％が満足又は少し満足と回答

★96.9％が満足又は少し満足と回答

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
【資料３-2】




農業特定技能外国人材満足度アンケート調査結果

68.9%

30.9%

0.0%
0.2%３ 雇用主との人間関係

満足

少し満足

少し不満

不満
(1,024)

(460)

(0)

(3)

(回答数：計1,487)

65.3%

32.1%

2.1%
0.5%４ 同僚との人間関係

満足

少し満足

少し不満

不満

(971)

(477)

(31)

(8)

(回答数：計1,487)

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 農業分野
パワハラ 1
セクハラ 1

暴力・暴言・脅迫 1
外国人差別 1

異文化習慣に対する理解が得られない 0
日本文化を強要されたことがある 1
コミュニケーションがとれない 2

合計件数 7

【少し不満・不満の理由】（複数回答） 農業分野
パワハラ 12
セクハラ 2

暴力・暴言・脅迫 4
外国人差別 7

異文化習慣に対する理解が得られない 13
日本文化を強要されたことがある 3
コミュニケーションがとれない 13

合計件数 54

★99.8％が満足又は少し満足と回答

★97.4％が満足又は少し満足と回答



外国人材受入総合支援事業

＜対策のポイント＞
農業、漁業、飲食料品製造業、外食業の各分野における外国人材の確保と適正かつ円滑な受入れに向けて、外国人材の知識・技能を確認する試験の実
施や現地説明・相談会の開催、働きやすい環境の整備等に加えて、外国人材に対する学習機会の提供の取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 農業、漁業、飲食料品製造業及び外食業の分野における外国人材の確保
○ 外国人材が働きやすい労働環境の整備の推進

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．技能試験の円滑な実施                                                                   
外国人材の知識及び技能を評価・確認するための試験の作成・更新・実施

を支援します。

２．外国人材が働きやすい環境の整備                                                                   
農業、漁業、飲食料品製造業及び外食業の各分野で就労する外国人材が働

きやすい環境整備等のために相談窓口の設置、外国人材の労働環境の調査・
分析、雇用主等への助言活動、優良事例の収集・周知等の取組を支援します。

３．（令和５年度補正予算）働きやすい環境づくり緊急対策のうち外国人材の呼
び込み体制の強化に対する支援 

上記１、２のほか、農業分野において、海外の教育機関等と連携した現地
説明・相談会の開催及び国内の外国人材に対して、農業知識や科学的な素養
を学習する機会の提供に取り組む際に必要なカリキュラム・コンテンツの開
発や講習会開催等の取組を支援します。

＜事業の流れ＞

国

民間団体等

民間団体等

漁協等
定額定額

（１の事業、２の事業の一部）

（２の事業の一部）

定額

【令和６年度予算概算決定額 243（324）百万円】
（令和５年度補正予算額 650百万円の内数）

○ 令和５年度補正予算
１.海外で働く意向のある外国人材に対する、受験の促進と日本の農業現場への
就労支援のため、現地説明・相談会を開催
２.国内の外国人材への学習機会の提供

○ 令和６年度予算
１.日本で即戦力となり得る知識及び技能を有しているかを確認するために必要な
試験の作成・更新、国内外での試験の拡大・実施

  ２.外国人材等がアクセスしやすい相談体制の整備、外国人材の労働環境の実態
把握と改善のための助言、雇用主による就労環境改善の取組事例の周知等

現地説明・相談会の開催 学習機会の提供（農業）

民間団体等

試験の実施（農業・漁業）試験の作成・更新

相談窓口
の設置

外国人材の労働環境の
調査・分析、雇用主等への助言活動

優良事例の
収集・周知 等

民間団体等
１.

２.

［お問い合わせ先］  
（農業分野） 経営局就農・女性課
（漁業分野） 水産庁企画課 ・
（飲食料製造業分野）大臣官房新事業・食品産業部食品製造課  
（外食業分野）                                         外食・食文化課

（03-6744-2159）
（03-6744-2340）
（03-6744-1869）
（03-6744-2053）

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
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外国人材向け・事業者向け相談窓口の設置
○ 日本の農業現場で就労する外国人材が働きやすい環境を整備するため、外国人材受入総合支援事業において、外
国人材及び事業者向け相談窓口の設置を支援。（事業実施主体は株式会社JTB）

○ 相談窓口は電話とメール、オンライン対面の３種類を設置し、外国語13言語に対応。
○ 外国人材の労働環境の調査・分析を行い、回答内容に応じ外国人材へ助言活動を実施。

＜今後の取組＞
日本国内の外国人材がより相談しやすい手段として、
LINEを活用したチャット・チャットボットの設置を
検討。

相談窓口特設ページはこちら



農業分野における特定技能外国人受入れの優良事例集

○ 一般社団法人全国農業会議所が「外国人材受入総合支援事業」により、農業分野で特定技能外国人を受け入れて
いる農業者等の優良事例集を作成・公表。

○ 特定技能外国人に明確なキャリアアップ制度を設けている等のモデルとなり得る事例を紹介し、支援の工夫や受
け入れる際の心構え、技能実習生との役割分担など参考となる情報を掲載。 

優良事例集はこちら↓
［外部リンク（全国農業会議所）］

①制度導入のきっかけ・取り組み
②雇用契約・支援内容
③労働条件とキャリアアップ・処遇
④受け入れた効果、今後の受入れ国等の考え方
⑤特定技能外国人の声

＜内容＞



農業分野における特定技能外国人受入れの優良事例

向井農園
～リスク分散しながら経営規模拡大～

○北海道倶虻田郡真狩村
○耕作面積：43ha（露地）、ハウス1棟
○主な作物：ばれいしょ、ダイコン、ニンジン等
○外国人材：特定技能2人、技能実習1人

＜特徴的な取組＞
・農園の敷地内に従業員宿舎を建設し6畳間を1人1部屋としている。
住宅手当を月に1万円支給。

・外国人材に対し、年2回のストレスチェックを行っている。
・日本語の勉強やコミュニケーションのため、1日の仕事を日本語で
日記に書いてもらうようにしている。

株式会社Farm大越
～キャリアアップ、昇給は実力主義～

○栃木県宇都宮市
○耕作面積：28ha（露地）、ハウス72棟
○主な作物：イチゴ、オクラ、水稲等
○外国人材：38人（うち特定技能29人、技能実習6人）

＜特徴的な取組＞
・就業規則により待遇は日本人と同じ。就労開始後6ヵ月後には、
時給アップにつながる自己アピールの機会を設けている。

・外国人リーダーを配置。農場長や管理職への昇格も検討。
・GAP（JGAP、グローバルGAP）やHACCP等を取得し
教育している。

株式会社グリーンファーム落合
～100年以上の幅広い野菜栽培でちば野菜エコ認証を取得～

○千葉県八街市
○耕作面積：6ha ハウス：水耕1棟、土耕11棟
○主な作物：水耕栽培小ネギ、パクチー等20品目
○外国人材：特定技能3人、技能実習1人

＜特徴的な取組＞
・耕作ノウハウを伝授しつつ、可能な限りのIT化、自動化、可視化
によりスムーズな業務を実現。

・指導役の男性には、人材育成手当（1万円）を支給。
・今後は、外国人材を主体とした労働環境になることを想定し、
特定技能の3人とも何等かのリーダーにしていく予定。

ゆうき青森農業協同組合酪農振興センター
～外国人材とともに進める町営畜産振興センター～

耕種

耕種

耕種

畜産

○青森県上北郡六ヶ所村
○飼育頭数：乳用牛育成 700頭
○外国人材：特定技能2人、技能実習1人

＜特徴的な取組＞
・作業上必要な大型機械等の資格は、JAが全額補助し取得。
・時間外労働は一般企業と同様に割増し、時間外労働は125％、
休日出勤は135％としている。

・3カ月に1度位、農協の職員全体を対象とした研修に参加し、作業中
の事故や交通規則、交通事故等に関する講義を受けている。

優良事例集はこちら↓



農業分野における特定技能外国人受入れマニュアル

１．特定技能制度
特定技能外国人の在留資格、家族帯同に関する情報等

２．特定技能外国人受入れに際し農業者が押さえるべきポイント
受入れの形態・期間、受入れまでのプロセス等

３．特定技能外国人雇用と労務管理の注意点
賃金水準、社会保険、安全衛生管理のポイント等

４．外国人材とのコミュニケーションや注意事項
日本語能力向上の取組、生活支援情報の提供等

５．農業技能測定試験と各国の送出手続き
試験の概要や実施方法について

６．全国農業会議所が対応した相談のQ&A

７．事例調査に見る優良な受入れ事例の紹介
特定技能外国人の声等

＜目次＞

○ 一般社団法人全国農業会議所が「外国人材受入総合支援事業」により、農業分野で特定技能外国人を受け入れる際
の農業者等のマニュアルを作成。

○ 在留資格の概要、制度を活用するために外国人材及び受入れ機関が満たすべき基準、外国人材の雇用や労務管理で
注意すべきことなどについて説明。

○ 令和５年６月に農業分野も対象となった「特定技能２号」に関する情報も掲載。
○ 作成したマニュアルを説明資料として、農業者に対し外国人材を受入れる際及び受入れ後に必要となる知識やノウ
ハウ等を伝える説明会を全国9ブロックにおいて実施。

受入れマニュアルはこちら→
［外部リンク（全国農業会議所）］



外国人材呼び込みのための現地説明・相談会の取組
○ 農業分野の特定技能試験実施国において、日本の農業現場への就労意欲の喚起、特定技能試験の受験の促進を図
るため、外国人材受入総合支援事業において令和５年度から開催。

○ 外国人材の雇用に関心のある日本の農業経営体も参加し、外国人材雇用の足がかりとしてもらうほか、日本の農
業の魅力を伝える講演も実施。

○ 令和５年度はインド、インドネシア、フィリピンで開催し、日本での就労を希望する外国人750人以上（オンラ
イン含む）が参加。（事業実施主体は全国農業会議所）

開催日 実施国 開催場所
令和５年
10月25日～10月27日

インド ①ハリヤナ州パルワルの
SUSV（教育機関）

②アッサム州グワハティ
令和６年１月20日 インドネシア バンテン州タンゲラン

（インドネシア農業工学
ポリテック）

令和６年3月22日 フィリピン マニラ

＜参加した日本の農業経営体の声＞
・学生とSNSでつながり、
今後の採用に向けて足掛かりができた。

・引き続き面談を行って採用を検討したい
人材と出会えた。

・現地の送り出し機関とつながりができ、
今後の採用活動に幅が生まれた。

・インド人の採用も積極的に受け入れたい
と思った。

＜現地説明・相談会の内容＞
① 日本の農業、特定技能制度などの説明
② 農業経営体の講演
③ 農業経営体と参加者との個別相談会

説明会の様子 農業経営体の講演 農業経営体と参加者との
個別相談会

＜開催実績＞



農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（抜粋） 

 

法 務 大 臣  

国家公安委員会  

外 務 大 臣  

厚生労働大臣   

農林水産大臣   

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、出

入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４第１

項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ  

て、農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運用方

針」という。）を定める。 

 

２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足して

いる地域の状況を含む。）に関する事項 

 

（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

農業分野では、「食料安全保障強化政策大綱（改訂版）」（令和５年 12 月 27 日 

食料安定供給・農林水産業基盤強化本部決定）において、「平時から食料安全保障 

を確保し、いつでも必要な食料を供給できるようにするためには、農地・水等の農 

業資源、担い手、技術等の生産基盤を確保する必要がある。一方で、国内全体の人 

口減少が不可避となる中、持続的な食料供給を確保するためには、食料供給を担う 

者の確保を図りつつも、それでもなお少ない人数となった場合に備え、これに対応 

可能な生産基盤に転換していく必要がある。」としており、今後も現在の農地の総 

量確保を見込むこととした場合、令和 10 年度に必要となる就業者数(基幹的農業従

事者)を推計すると、約 124 万人となる。 

この点、令和４年度における農業分野の有効求人倍率は 1.85 倍（農耕作業員 1.59 

倍、畜養作業員 2.72 倍）と、全平均の 1.19 倍と比較し、0.66 ポイント高く、同分 

野の人材確保は困難な状況にある。同分野における現時点（令和５年度）の就業者 

数 116 万人は、将来的な就業者数の減少見込みを踏まえると、令和 10 年度には 91 

万人となる見込みであり、同年度には 32 万 8,000 人程度が不足することになる。 

こうした現状に対応するため、上記（２）の取組を進めているが、それでもなお相 

当程度の人手不足が見込まれる。かかる状況の下、食料安全保障を確保しつつ、持 

続的な食料供給を行っていくためには、一定の専門性・技能を有する外国人を受け 

入れることにより、我が国の農業の存続・発展を図ることが必要不可欠である。 

 

（４）受入れ見込数 

農業分野における令和６年度からの向こう５年間の受入れ見込数は最大で７万 

8,000 人であり、これを令和 10 年度末までの５年間の受入れの上限として運用する。 

当該受入れ見込数は、農業分野において、令和 10 年度には 32 万 8,000 人程度の 

人手不足が見込まれる中、生産性向上や国内人材確保の取組（５年間で 25 万人程 

度）を行ってもなお不足すると見込まれる最大７万 8,000 人を１号特定技能外国人 

の受入れ上限として運用するものであり、過大なものとはなっていない。 

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
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○
農
林
水
産
省
告
示
第
三
百
二
十
二
号 

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）
の
表
の

法
別
表
第
一
の
二
の
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の
特
定
技
能
の
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の
下
欄
第
一
号
に
掲
げ
る
活
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の
下
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第
六
号
及
び
法
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第
一
の
二
の
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の

特
定
技
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の
項
の
下
欄
第
二
号
に
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動
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項
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第
七
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び
に
特
定
技
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用
契
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特
定
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国
人

支
援
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画
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を
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め
る
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令
（
平
成
三
十
一
年
法
務
省
令
第
五
号
）
第
二
条
第
一
項
第
十
三
号
及
び
第
二
項
第
七
号
の

規
定
に
基
づ
き
、
平
成
三
十
一
年
農
林
水
産
省
告
示
第
五
百
二
十
四
号
（
特
定
技
能
雇
用
契
約
及
び
一
号
特
定
技
能
外
国
人
支

援
計
画
の
基
準
等
を
定
め
る
省
令
第
二
条
第
一
項
第
十
三
号
及
び
第
二
項
第
七
号
の
規
定
に
基
づ
く
農
業
分
野
に
特
有
の
事
情

に
鑑
み
て
定
め
る
基
準
）
等
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

令
和
六
年
二
月
十
五
日 

農
林
水
産
大
臣 

坂
本 

哲
志 

 

（
平
成
三
十
一
年
農
林
水
産
省
告
示
第
五
百
二
十
四
号
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

平
成
三
十
一
年
農
林
水
産
省
告
示
第
五
百
二
十
四
号
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
（
以
下
「
傍
線
部
分
」
と
い
う
。
）
を
削
る
。 

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
【資料３-５】




 

- 2 - 

改

正

後 

改

正

前 
 

 
農
業
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に
係
る
特
定
技
能
雇
用
契
約
及
び
一
号
特
定
技
能
外
国
人
支
援
計
画

の
基
準
等
を
定
め
る
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令
第
二
条
第
一
項
第
十
三
号
及
び
第
二
項
第
七
号
に
規
定

す
る
告
示
で
定
め
る
基
準
は
、
特
定
技
能
雇
用
契
約
の
相
手
方
と
な
る
本
邦
の
公

私
の
機
関
（
第
一
号
に
あ
っ
て
は
、
当
該
機
関
が
法
人
で
あ
る
場
合
は
、
当
該
機

関
又
は
そ
の
業
務
を
執
行
す
る
役
員
）
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
す

る
。 

農
業
分
野
に
係
る
特
定
技
能
雇
用
契
約
及
び
一
号
特
定
技
能
外
国
人
支
援
計
画

の
基
準
等
を
定
め
る
省
令
第
二
条
第
一
項
第
十
三
号
及
び
第
二
項
第
七
号
に
規
定

す
る
告
示
で
定
め
る
基
準
は
、
特
定
技
能
雇
用
契
約
の
相
手
方
と
な
る
本
邦
の
公

私
の
機
関
（
第
一
号
に
あ
っ
て
は
、
当
該
機
関
が
法
人
で
あ
る
場
合
は
、
当
該
機

関
又
は
そ
の
業
務
を
執
行
す
る
役
員
）
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
す

る
。 

一
・
二 

（
略
） 

一
・
二 

（
略
） 

三 

農
林
水
産
省
が
設
置
す
る
農
業
分
野
に
お
け
る
特
定
技
能
外
国
人
の
受
入
れ

に
関
す
る
協
議
会
（
以
下
「
協
議
会
」
と
い
う
。
）
の
構
成
員
で
あ
る
こ
と
。 

 

三 

農
林
水
産
省
が
設
置
す
る
農
業
分
野
に
お
け
る
特
定
技
能
外
国
人
の
受
入
れ

に
関
す
る
協
議
会
（
以
下
「
協
議
会
」
と
い
う
。
）
の
構
成
員
で
あ
る
こ
と
。

た
だ
し
、
特
定
技
能
外
国
人
を
受
け
入
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
定

技
能
外
国
人
を
受
け
入
れ
た
日
か
ら
四
月
以
内
に
協
議
会
の
構
成
員
と
な
る
こ

と
。 

四
～
七 

（
略
） 

四
～
七 

（
略
） 



事 務 連 絡

令 和 ６ 年 ６ 月 ７ 日 

 

公益社団法人日本農業法人協会      

全国農業協同組合中央会     御中 

全国農業会議所 

 

 

農林水産省経営局就農・女性課 

 

農業特定技能協議会の加入フォームの変更について（お知らせ） 

 

令和６年２月15日の告示改正により、特定技能協議会への加入時期が見直され、同年６

月15日以降、初めて特定技能外国人を受け入れる場合であっても、地方出入国在留管理局

に対する在留諸申請の際に、特定技能協議会の構成員であることを明らかにする書類の

提出が必要になります。 

これに伴い、農業分野における特定技能協議会の加入について、入力フォームのリニ

ューアルを行い、令和６年６月14日（金）13時00分より運用を開始いたします。 

つきましては、上記に係る御案内を農林水産省ホームページに掲載いたしまし

たのでお知らせいたします。また、関係機関等への周知をお願いいたします。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本件連絡先）  

農林水産省経営局就農・女性課  小笠原、岩﨑 多川   

Tel：03-6744-2159（直通）  

                             E-mail：takashi_ogasawara180@maff.go.jp 

                     kenichi_iwasaki790@maff.go.jp 

                     ryunosuke_tagawa590@maff.go.jp 

              

掲載先 
https://www.maff.go.jp/j/keiei/foreigner/new.html#kyougikai 
 

https://www.maff.go.jp/j/keiei/foreigner/new.html#kyougikai


農業特定技能協議会への入会の流れ

地方出入国在留管理局への申請

令和６年２月１５日の告示改正により、特定技能協議会への加入時期が見直され、受入れ企業が初めて特定技能外国人を
受入れようとする場合には、受入れの前に特定技能協議会に加入することが義務付けられることになりました。

ステップ １
入会申請フォーム（※）への入力
〇 農林水産省ホームページの協議会入会申請フォームに、必要事項（氏名・名称、住所等）
を入力・申請

ステップ ２
申請内容の確認
〇 農林水産省において申請内容を確認するとともに、必要に応じ、入力者宛に連絡
（電話又は電子メール）

（※） 入会申請フォームは、農林水産省ホームページ(https://www.maff.go.jp/j/keiei/foreigner/new.html)にて公開中

ステップ ３ 協議会への入会完了（※地域協議会にも同時加入）

〇 申請者宛に「加入通知書」を電子メールで送付



（案） 

近畿地域農業特定技能協議会決定第１号 
令和元年７月４日 

令和６年 12 月 18 日一部改正 

 
「近畿地域農業特定技能協議会」規約 

 
 
（名称） 

第１条 本会は、近畿地域農業特定技能協議会（以下「地域協議会」という。）と称する。 
 
 （目的） 
第２条 地域協議会は、その構成員が相互に連絡を図ることにより、特定技能外国人の適正

な受入れ及び保護に有用な情報を共有し、その構成員の連携の緊密化を図るとともに、近

畿地域の事業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよう、制度の趣旨や優良事例の

周知や地域における人手不足の状況の把握等の必要な対応を協議し、措置を講ずることを

目的とする。 
 
（構成員） 

第３条 地域協議会は、別紙１の構成員により組織する。 
２ 地域協議会の構成員は、地域協議会が情報の提供、意見の聴取、現地調査の実施その他

の必要な協力を求めたときは、これに協力するものとする。 
３ 地域協議会は、第１項に規定するもののほか、必要と認める者をオブザーバーとして加

えることができる。 
 
 （活動） 
第４条 地域協議会は、近畿地域における次に掲げる取組について協議又は情報共有を行う

ものとする。 
一 特定技能外国人の受入れに係る制度の趣旨や優良事例の周知 
二 受入れに係る人権上の問題等への対応 
三 特定技能所属機関等に対する法令遵守の啓発 
四 特定技能所属機関の倒産時等における特定技能外国人に対する転職支援（特定技能所

属機関等が支援義務を果たせない場合における情報提供等の必要な協力） 
五 就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握及び分析 
六 人手不足の状況の把握及び分析 
七 六を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整（看過しがたい偏在

が生じた場合の協議会による大都市圏での受入れの自粛要請及び大都市圏の特定技能

所属機関による特定技能外国人の引抜きの自粛要請等を含む） 
八 受入れの円滑かつ適正な実施のために必要なその他の情報、課題等の共有、協議等 

 
 （運営委員会） 
第５条 地域協議会に地域運営委員会を設置し、地域協議会の招集、共有する情報の内容そ

の他の地域協議会の運営に必要な事項の決定を行うものとする。 
２ 地域運営委員会は、別紙２の構成員により組織する。 
 

井伊茂雄(IIShigeo)
テキストボックス
【資料３-６】




（案） 

 
（事務局） 

第６条 地域協議会及び地域運営委員会の庶務は、農林水産省近畿農政局経営・事業支援部

経営支援課において処理する。 
 
 （その他） 
第７条 本規約に定めるもののほか、地域協議会の組織及び運営に関し必要な事項は地域運

営委員会が定める。 
 
   附 則 
この規約は、令和元年７月４日から施行する。 
  



（案） 

（別紙１） 

近畿地域農業特定技能協議会 構成員 

 

【近畿地域の農業分野の特定技能所属機関】 

 

【事業所管官庁】 

  近畿農政局経営・事業支援部経営支援課 

  近畿農政局生産部園芸特産課 

  近畿農政局生産部畜産課 

  滋賀県農政水産部農業経営課みらいの農業振興課 

  京都府農林水産部経営支援・担い手育成課 

  大阪府環境農林水産部農政室推進課 

  兵庫県農政環境部農政企画局農林水産部農業経営課 

  奈良県農林部食農部担い手・農地マネジメント課 

  和歌山県農林水産部農業生産局経営支援課 

 

【制度所管官庁】 

  法務省大阪出入国在留管理局就労審査第二部門 

  近畿管区警察局広域調整部広域調整第一課 

  厚生労働省大阪労働局職業安定部職業対策課 

 

【近畿地域の農業分野の特定技能所属機関を構成員とする団体その他の関係者】 

  滋賀県農業法人協会 

京都府農業法人経営者会議 

JA グループ京都農業法人協会 

大阪府農業法人協会 

兵庫県農業法人協会 

奈良県農業法人協会 

和歌山県農業法人協会 

滋賀県農業協同組合中央会 

京都府農業協同組合中央会 

大阪府農業協同組合中央会 

兵庫県農業協同組合中央会 

奈良県農業協同組合中央会 

和歌山県農業協同組合中央会 

一般社団法人滋賀県農業会議 

一般社団法人京都府農業会議 

一般社団法人大阪府農業会議 

一般社団法人兵庫県農業会議 

一般社団法人奈良県農業会議 

一般社団法人和歌山県農業会議 

  近畿地域の労働者派遣形態による特定技能所属機関を構成員とする団体その他の近畿

農政局が適当と認める団体  



（案） 

（別紙２） 

 

近畿地域運営委員会 構成員 

 

【事業所管官庁】 

  近畿農政局経営・事業支援部経営支援課 

  近畿農政局生産部園芸特産課 

  近畿農政局生産部畜産課 

  滋賀県農政水産部農業経営課みらいの農業振興課 

  京都府農林水産部経営支援・担い手育成課 

  大阪府環境農林水産部農政室推進課 

  兵庫県農政環境部農政企画局農林水産部農業経営課 

  奈良県農林部食農部担い手・農地マネジメント課 

  和歌山県農林水産部農業生産局経営支援課 

 

【制度所管官庁】 

  法務省大阪出入国在留管理局就労審査第二部門 

  近畿管区警察局広域調整部広域調整第一課 

  厚生労働省大阪労働局職業安定部職業対策課 

 

【近畿地域の農業分野の特定技能所属機関を構成員とする団体その他の関係者】 

  滋賀県農業法人協会 

京都府農業法人経営者会議 

JA グループ京都農業法人協会 

大阪府農業法人協会 

兵庫県農業法人協会 

奈良県農業法人協会 

和歌山県農業法人協会 

滋賀県農業協同組合中央会 

京都府農業協同組合中央会 

大阪府農業協同組合中央会 

兵庫県農業協同組合中央会 

奈良県農業協同組合中央会 

和歌山県農業協同組合中央会 

一般社団法人滋賀県農業会議 

一般社団法人京都府農業会議 

一般社団法人大阪府農業会議 

一般社団法人兵庫県農業会議 

一般社団法人奈良県農業会議 

一般社団法人和歌山県農業会議 

  近畿地域の労働者派遣形態による特定技能所属機関を構成員とする団体その他の近畿

農政局が適当と認める団体 
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